
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

90%

児童青少年課長
田中　潤

87%

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 89%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

89%

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

996

子育て支援課長
功刀　隆

996

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1383

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1145

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,457

子育て支援課長
功刀　隆

1,457

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

■ 該当 □ ■

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1684

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1710

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

子育て支援課長
功刀　隆

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（東村山市で入園補助金）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 11-03施策番号・名 11 子育て家庭の負担軽減

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

　29年度の方向性 現状維持

（国）児童手当法
（市）東久留米市児童手当事務取扱規則

13,574 1,744,674 1,163,116 290,779 290,779 7,767 1,752,441 129,103

説明：児童手当法において、実施が定め
られているため、業務フローに改善の余
地は少ない。制度改正の余地も少ない。

  

総合評価（課題・方向性）：平成24年
度から児童手当は制度の恒久化と年少
扶養控除廃止による地方税の増収から
負担割合が国2/3、地方（都と市）1/3
に明確化されることとなった。子ども
手当へ移行した際の増加分はこれまで
国費負担だった。そこについても地方
の負担が生じることになったため、一
般財源が増加している。

事業
内容
・

活動
手段 13,920 1,170,523 292,631 292,631

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

対象 外部評価

1,763,495

認定割合
(認定児童
数/支給対
象児童数)

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

7,710

行政
補完的

政策的

　

125,342

説明：認定児童数は前年度と比較し
13,920人から13,574人に減ったため単位
当たりコストが増えている。前年度比変
動率は10%未満の増となっている。

 直営
（委託無）

292,220292,220

126,688

効率性 3

清瀬市 西東京市

8,114

・認定請求書、変更申請書、
　額改定請求書等の受付
・認定、却下、消滅通知
・支払（定例6月、10月、2
　月、随時）
・現況届上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

達成度11-03-01

児童青少年課
助成支援係

児童手当支給事業

14,053 1,753,321 1,168,881

1,755,785

1,761,435

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

11-03-04

子育て支援課
保育・幼稚園係

私立幼稚園入園支
度金貸付事業

私立幼稚園等園児
保護者補助事業

11-03-02

子育て支援課
保育・幼稚園係

11-03-03

子育て支援課
保育・幼稚園係

私立幼稚園就園奨
励費補助事業

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

中学校修了前の子どもを養育
している保護者

認定児童
数(人）

廃止予定
の有無

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・家庭等の生活の安定に寄与
　する
・次代の社会を担う児童の健
　やかな成長に資する小平市 東村山市

98 98 #DIV/0!
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

私立幼稚園に入園する幼児の
保護者に、入園支度金を貸付
する事業。

私立幼稚園に入園する幼児の
保護者に、入園に必要な資金
として入園支度金を貸与し、
保護者の負担軽減を図ること
で幼児教育の振興に寄与す
る。

政策的 (改正実施年度　　年度) 該当

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：申請件数が１件であったため単位
当たりコストが上がったが、事務量自体
が少ないため改善の余地がない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

私立幼稚
園の入園
資金を必
要とする
保護者
（世帯）
数

私立幼稚園の入園資金を必要
とする保護者。

395 131,667

効率性 1

行政
補完的

給付
事業

3 300

小平市

　29年度の方向性 現状維持

東久留米市私立幼稚園入園支度金貸付条例

1 88 88 96 184 184,000

説明：貸付事業という性質上、例年申請
件数が少ないため、業務フローを改善す
るほどの事務量ではない。

総合評価（課題・方向性）：利用件数
は低いが、入園料という一時的な理由
で幼稚園入園を断念することがないよ
うに当事業は現状のまま継続してい
く。

事業
内容
・

活動
手段

貸付件数
／申請件
数（％）

300 95

3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：補助金を支出する事業であるた
め、審査には一定の時間がかかっても誤
りがないよう確認作業をすることも必要
である。

 直営
（委託無）

131,872 67,040 64,832 2,733 134,605 84,445
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

50,406 4,361 2,637 126,805 86,145

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金交付要綱（都）
東久留米市私立幼稚園等園児保護者補助金交付要綱

1,361 109,715 61,406 44,259 4,050 2,667 112,382 82,573

説明：システムで対応しており、手続き
の流れ、事務処理の方法も確立されてい
る。

総合評価（課題・方向性）：私立幼稚
園の園児保護者に本補助金を交付する
ことで、保護者の負担を軽減する事業
である。幼稚園の保育料は年齢に応じ
て定額制であり、保護者にとっては就
園奨励費補助とあわせて関心が高い事
業である。

事業
内容
・

活動
手段

幼稚園等に在園する園児（３
～５歳）の保護者に対する補
助で、所得制限あり。６月に
申請書を受付し、世帯状況や
所得状況を確認し、該当する
世帯に対して、上半期と下半
期の年２回（11月と3月）に
わけて支払う。

経済的負
担が軽減
された保
護者数
（世帯）

効率性

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

補助金の交付により、保護者
の負担を軽減し、もって幼稚
園教育の充実を図る。

東村山市 清瀬市 西東京市

1594

116,722
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

143,154

効率性

対象

幼稚園、幼稚園類似の幼児施
設もしくは幼児教育施設に在
園する園児の保護者

在園児の
保護者延
べ人数
（世帯） 124,168 69,401

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1472

全部
委託

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：補助金を支出する事業であるた
め、審査には一定の時間がかかっても誤
りがないよう確認作業をすることも必要
である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

補助金の交付により、保護者
の負担を軽減し、もって幼稚
園教育の充実を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1069 122,336 30,403 91,933 2,440 124,776

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

幼稚園等に在園する園児の保
護者

在園児の
保護者延
べ数(世
帯) 267 2,355 178,370

3

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1246 176,015 43,339

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（S47国要綱）
東久留米市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

927 128,723 37,374 91,034 315 2,382 131,105 141,429

説明：システムで対応しており、手続き
の流れ、事務処理の方法も確立されてい
る。

総合評価（課題・方向性）：幼児教育
の振興を図る観点から、保護者の所得
状況に応じた経済的負担の軽減等を図
る「幼稚園就園奨励事業」を実施して
いる地方公共団体に対し、国が所要経
費の一部をを補助する制度である。平
成27年度から新制度に移行しない幼稚
園のみ対象となり、対象者が減少し
た。また、第２階層の（第１子、第２
子）の補助額が増額となった。

事業
内容
・

活動
手段

幼稚園等に在園する園児（３
～５歳）の保護者に対する補
助で、所得制限あり。６月に
申請書を受付し、世帯状況や
所得状況を確認し、該当する
世帯に対して、上半期と下半
期の年２回（11月と3月）に
わけて支払う。

経済的負
担が軽減
された保
護者数
（世帯）

132,409

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名子どもの未来と文化をはぐくむまち 11-03施策番号・名 11 子育て家庭の負担軽減

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
事務事業

番号
事務事業の概要 事務事業の目的

（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

90%

児童青少年課長
田中　潤

87%

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

■ 該当 □ ■

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 87%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

86%

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

児童青少年課長
田中　潤

12,497

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27　年度） 11,484

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

0

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

120

子育て支援課長
功刀　隆

141

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　平成２７年度） －

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

－

11-03-06

児童青少年課
助成支援係

子育て世帯臨時特
例給付金給付事業

11-03-05

児童青少年課
助成支援係

子ども医療費助成
事業

根拠
法令
等

100

223
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実行プラン
対象

16,507

根拠
法令
等

行政
補完的

小平市 西東京市

0

29年度の方向性
義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成27年度

対象

平成27年6月分の児童手当
（特例給付を除く）の受給者
で、平成26年の所得が児童手
当の所得制限額に満たない者

申請受付
児童数
(人)

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

消費税の引き上げに際し、子
育て世帯への影響を緩和する
とともに、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から臨時
的な給付措置を行う

東村山市 清瀬市

3

120,361

達成度

廃止予定
の有無

説明：前年度と比較して支給額が対象児
童1人につき10,000円から3,000円に減っ
たため、単位当たりコストは大幅に減っ
ている。前年度比変動率は20%以上の減と
なっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

25

効率性 5

制度改正の
余地がある 　

　

自主的
(条例・規則等)

120,461 9,864

外部評価

一部
委託

指定
管理

補助
金

横出し

12,212

　

29年度の方向性

15,420 387,310 28,314

効率性 3

廃止(完了･統合含
む)

（国）子育て世帯臨時特例給付金支給要領、（国）民法（贈与契約）
（市）東久留米市子育て世帯臨時特例給付金支給事業実施要綱

13,392 43,960 43,960 80 44,040 3,289

説明：平成27年度を持って、事業は廃止
されたため、業務フローに改善の余地は
なく、制度改正の余地もない。

総合評価（課題・方向性）：消費税率
引上げの影響等を踏まえ、平成26年度
及び平成27年度において、児童手当の
受給者を対象に給付を行った。臨時
的・暫定的な措置だったため、平成27
年度を持って、事業は廃止された。事業

内容
・

活動
手段

・申請書（請求書）の受付
・（不）支給決定通知
・給付金給付

現状維持

（都）乳幼児医療費助成事業実施要綱
（都）義務教育就学児医療費助成事業実施要綱
（市）東久留米市乳幼児の医療費の助成に関する条例及び施行規則
（市）東久留米市義務教育就学児の医療費の助成に関する条例及び施行規則

13,658 385,979 192,989 192,990 15,534 401,513 29,398

説明：東京都の給付事業。東京都は所得
制限を設けているが、乳幼児は所得超過
者を市が単独で補助している。業務フ
ローに改善の余地は少ない。

総合評価（課題・方向性）：平成24年
度から児童手当の所得制限基準額が緩
和されたことに伴い、当事業はこの基
準に準拠していることから、平成24年
10月より受給者が増加した。
市の医療助成額は年々増加傾向にあ
り、今後も医療助成費は増加すること
が予想される。

事業
内容
・

活動
手段

・医療証交付、変更申請書等
　の受付
・認定、却下、消滅通知
・医療証の発行
・現況届

助成割合
(医療証交
付者数/対
象児童数)

185,945 185,945

制度改正の
余地がある 　　

財政健全経営計画
実行プラン

対象

小平市

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

一定所得基準未満の保護者が
養育する義務教育終了前の児
童

医療証交
付者数
（人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある

清瀬市 西東京市

外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

達成度 　

説明：前年度と比較して医療証交付者数
が13,679人から13,658人に減ったため、
単位当たりコストは増えている。前年度
比変動率は10%未満の増となっている。

13,639 372,853 186,426 186,427 28,548

13,679 371,890

389,360

11-03-07

子育て支援課
施設給付係

認可外保育施設入
所児童保護者助成
事業

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：平成２８年１月から開始した事業
であり、平成２７年度は国の交付金を活
用し、平成２８年度からは一般財源を用
いて事業実施していく。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

認可外保育施設に入所する児
童の保護者に対して、助成金
を交付することにより、その
負担を軽減する。小平市 東村山市

助成金を
支給し負
担軽減と
なる児童
数(人)

#VALUE!

　
根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

#VALUE!

自主的
(条例・規則等)

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
東村山市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

子育てにかかる医療費負担の
軽減

支給決定
児童数
（人）

該当

上乗せ

120,361

ー 0 0

0

29年度の方向性 縮小

東久留米市認可外保育施設入所児童保護者助成金交付要綱

141 1,793 1,772 21 824 2,617 18,560

説明：市が補助金を支給する認可外保育
施設に通園する児童の保護者に対し、助
成金を支給する。

総合評価（課題・方向性）：国の地域
活性化・地域住民生活等緊急支援交付
金（地方創生先行型）を活用し、当初
の予定より３カ月前倒しし、平成２７
年度中から実施することができた。
今後は、上記交付金等の財源がないた
め一般財源で実施していく。また、認
可外保育施設から認可施設への移行が
進むと想定しており、助成対象者は減
少するものと見込んでいる。

事業
内容
・

活動
手段

対象者に、認可外保育施設に
現に納入した保育料と認可保
育所に入所した場合の保育料
との差額（上限：１人目月
5,000円、2人目以降月7,000
円）を支給する。

清瀬市 西東京市

終期

対象

市が運営費を補助する認可外
保育施設に入所する児童の保
護者

助成金の
対象とな
る児童数
(人)

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

ー 0

東久留米市


